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本特別号の趣旨

　本学では、平成23年4月に「入学時期の在
り方に関する懇談会」、平成24年4月に「入
学時期等の教育基本問題に関する検討会議」
（以下、「基本検」）を設置し、総合的な教育改
革の在り方について検討を重ねてまいりまし
た。
　そして、このたび、役員会の諮問機関であ
る基本検の答申に基づき、平成25年7月25日
の役員会にて「学部教育の総合的改革に関す
る実施方針」（以下、「実施方針」）を議決しま
した。
　今後は実施方針に沿って、全学実施体制を
整備した上で、「学部教育の総合的改革に係
るアクションリスト」の実施、全学部での4

ターム制の導入、秋季入学の拡充・推進、「部
局別改革プラン」の策定・実施などといった
取組を逐次実行していく段階へと移ります。
　改革を確実に実行するためには、各教職員
が本学の方針を理解・共有し、一丸となって
取り組んでいくことが必要です。本特別号で
は、実施方針とこれまでの検討の経緯につい
て紹介します。

～学部教育の在り方について、全学的にこれ
ほどまでに深く議論が行われ、かつ全学的に
取り組む意識と態勢が整ったことは、東京大
学の長い歴史において画期をなすものです
（濱田総長メッセージより）～
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［特集］

学部教育の総合的改革の実施方針

―東京大学憲章の謳う「世界的視野をもった市民的エリート」の育成のために、本
学の教育はどうあるべきか。秋季入学の構想を視野に入れつつ検討し、提言するこ
と―

　役員会からの諮問を受け、「入学時期等の教育基本問題に関する検討会議」は平
成24年5月に検討を開始。約1年2ヶ月間に渡る議論の成果として、「学部教育の総
合的改革について」と題する答申を提出しました。

　この特集では、答申を踏まえて 7月25日付けで策定された本学の教育改革の実施
方針を詳しく紹介します。
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濱田 純一
総長

　このたび東京大学では、役員会において、「学部教育の総合的改革に関する実施方針」を決定
しました。これは、本年6月に役員会に提出された、「入学時期等の教育基本問題に関する検討
会議」答申の趣旨を踏まえて行われた機関決定です。今後、この実施方針に則り、平成27年度
末までの実行を目途に、「学部教育の総合的改革に係るアクションリスト」の実施、全学部での
4ターム制の導入、秋季入学の拡充と推進、「部局別改革プラン」の策定と実施、中期計画の変
更及び策定等の取組みを逐次進めてまいります。

　先般、私は、「入学時期等の教育基本問題に関する検討会議答申を受けて」と題する総長所信
（平成25年6月18日付）を出しました。そこでも述べているように、学部教育の在り方について、
全学的にこれほどまでに深く議論が行われ、かつ全学的に取り組む意識と態勢が整ったことは、
東京大学の長い歴史において画期をなすものです。この意義ある改革を迅速かつ確実に実行し、
グローバル化の時代に真正面から応えるべく大学の教育力を抜本的に強化するため、新設した
臨時教育改革本部の本部長として、私も全学の構成員とともに全力を尽くしていく所存です。

　東京大学が進めようとしている改革には、他大学や産業界との連携を図りつつ、社会システ
ムの改革と同期・協調していくことが求められるものも少なくありません。自主的・自律的な
教育改革を通じて社会の負託に力強く応えていく決意である旨、改めて申し上げるとともに、
引き続き、本学の教育研究活動と日本の高等教育のさらなる飛躍のため、各界の幅広い御理解
と御協力をお願いいたします。

（平成25年7月26日）

「学部教育の総合的改革に関する実施方針」
の公表に当たって
実施方針の実行に向けた濱田総長からのメッセージです。
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本学の役員会の下に平成24

年設置。3名の理事のほか、
教育企画室、入試企画室、国
際本部、複数の研究科の長ら
が名を連ねる。秋季入学構想
を視野に入れつつ教育の基本
問題についての検討を行い、
平成25年6月に答申を提出し
た。15-64ページに答申全文
を掲載。

1.アクションリストの実施

　入学時期等の教育基本問題に関する検討会議答申「学部教育の総合的改革について」（平
成25年6月13日）を踏まえ、現行の第2期中期目標・計画期間（平成27年度末まで）に「学部
教育の総合的改革に係るアクションリスト」（別紙1）の掲げる諸事項を実施する。

2． 学事暦の見直し

　「当面の学事暦の見直しに係る方針」（別紙2）に基づき、国際流動性の向上等の観点から、
第2期中期目標・計画期間中に授業期間の4ターム制を全学部で導入し、学部の秋季入学コ
ースの拡充を図りつつ、秋季入学の環境整備に向けた社会への働きかけ及び他大学との連携
協力を強化する。これらの取組の成果を踏まえ、第3期中期目標・計画期間（平成28～33年度）
に秋季入学の拡充と推進に向けた必要な措置をとる。

3．改革の実施体制

　教育活動の運営に関わる既存の全学的組織の見直しを図りつつ、改革の実施のための全学
体制を構築する。各教育研究部局は「学部教育の総合的改革に係るアクションリスト」に則
って、「部局別改革プラン」を策定・実施する。本部は、全学的な観点に立って改革のため
の資源を確保し、各部局の改革の進捗状況を評価の上、戦略的な資源配分を行う。

4．中期計画の扱い

　前各項の実施に向け、必要に応じ、第2期中期計画の変更に係る所要の手続きをとる。また、
本実施方針の検証・見直しを適時に行い、その結果を第3期中期計画の策定作業に反映させる。

（平成25年7月25日　役員会議決）

入学時期等の教育基本問題
に関する検討会議

中期目標は6年間において国
立大学法人が達成すべき業務
運営に関する目標のこと。文
部科学大臣があらかじめ国立
大学法人の意見を聴き、定め
る。中期計画はそれを達成す
るために国立大学法人が作成
する計画で、文部科学大臣の
認可を受けなければならない
（国立大学法人法より）。第2

期中期目標・計画期間は平成
22～27年度。

中期目標・計画

本学では英語による授業のみ
で学位が取得できる教養学部
のコース（Programs in English 

at Komaba（PEAK））で秋季入
学を実施している。

学部の秋季入学コース

学部教育の総合的改革に関する実施方針　
基本検からの答申を受け、7月25日に役員会が「学部教育の総合的改革に関する実施方針」を議決しました。実施方針は本
文（本ページ）と、アクションリストの実施や4ターム制の導入を掲げる別紙（6～8ページ）からなっています。今後、改革の実
施体制（9ページ）を整え、その内容を実施していきます。
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Ⅰ 学びの質の向上・量の確保

• 学生をしっかりと学ばせる仕組みの確立
（学習総量の確保、成績評価の厳格化、

GPA活用による学習支援、キャップ制の
導入、週複数回授業の普及など）

• 教育方法の改善に対応するFD活動の推進
（TA制度の改善、「フューチャー・ファカ
ルティ・プログラム（FFP）」の確立を含む）

• 学びの質を向上し、量を確保する観点か
らの学事暦の見直し（4ターム化に伴う授
業形態の変更など）

Ⅱ 主体的な学びの促進

• 点数至上の価値観のリセットを目指した
全学的な導入教育の強化

• 「教え授ける」（ティーチング）から「自ら
学ばせる」（ラーニング）への転換を目指し
た授業の改善（少人数チュートリアル授業
の導入、アクティブラーニングの普及な
ど）

• 学生の主体的な履修を支えるカリキュラ
ムの柔軟化（進学・卒業の要件の見直しを
含む）

客観的な成績評価を行う方法
として大学に導入されている
もので、一般に授業科目ごと
に5段階（例えばＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ
及びＦ）で成績評価を行い、
それぞれ4から0のグレード・
ポイントを付し、この単位当
たりの平均を出し、学修指導
等に活用する制度。

キャップ制

学生が1年間又は1学期に履
修科目として登録可能な単位
数の上限を定める仕組み。大
学設置基準によると、学生が
各年次にわたって適切に授業
科目を履修するため、卒業の
要件として修得すべき単位数
について、学生が一定期間に
履修科目として登録すること
ができる単位数の上限を定め
ることが、大学の努力義務と
なっている。

週複数回授業

大学設置基準の一部改正（平
成25年3月29日）により、授
業期間について、「10週また
は15週」の講義を中心とし
た授業のあり方の多様化を推
進するため、教育上必要があ
り、かつ十分な教育効果をあ
げることができると認められ
る場合には、より弾力的な授
業期間の設定が可能となった。
同改正に基づく事例の1つと
して、「週複数回授業の実施」
が挙げられている。

• 習熟度別授業など能力・適性に応じた教
育の普及・展開（科目ナンバリング制の導
入を含む）

• ｅラーニングの積極的な活用による教育
方法の改善

Ⅲ 流動性の向上と学習機会の多
様化

• 多様性に富む学習環境をつくる「グロー
バル・キャンパス」の実現（英語による授業、
外国人教員、PEAK・AIKOM等の国際プロ
グラムや全学交換留学制度の拡充など）

• 高度なトライリンガル人材を育成する「グ
ローバルリーダー育成プログラム（GLP）」
の構築と展開

• サービスラーニングの導入、ならびに「初
年次長期自主活動プログラム（FLY）」の定
着とその成果の普及（学士課程全体を通じ
た特別休学制度の活用の検討を含む）

• サマープログラムの開発等による多様な
学習体験の機会の飛躍的な拡充

• 海外大学等との互換性、学生・教員の国
際流動性を高める観点からの学事暦の見
直し（タームの分割、夏季休業の拡大など）

ＧＰＡ（Grade Point Average）

実施方針解説　その1

実施方針「別紙1」のアクションリストには、基本検答申に基づき、改革の原則・方向性を示すⅠ～Ⅴの5つの柱の下、21項目の
取組が掲げられています。実施方針ではこれらを平成27年度末までに実施するとあります。10ページにはすでに本学で進め
ている取組のいくつかを紹介しています。併せてご覧ください。

　アクションリストの実施　

学部教育の総合的改革に係るアクションリスト（実施方針「別紙1」）
―ワールドクラスの大学教育の実現に向け、今取り組むべきこと―
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Ⅳ 学士課程としての一体性の
強化

• 大学での学びを俯瞰する全学的な導入教
育の強化

• 学士課程の一貫性の観点に立ったカリキ
ュラムの順次性・体系性の見直し

• 評価尺度の多元化の観点に立った後期課
程進学制度の構築

• 全学に開放された共通授業科目制度、部
局横断型教育プログラムの普及と展開

Ⅴ 教育制度の大枠の改善

• 多様な学生構成の実現と学部教育の活性
化を目指した推薦入試の導入

• 社会の変化を踏まえた入学定員の適正な
規模・構成の提示（所要の組織体制の見直
しを含む）

• PEAKの充実を図りつつ、秋季入学の環境
整備に向けた社会への働きかけ、他大学
との連携協力の強化

• 学部・大学院の一貫的な教育プログラム
の研究開発、ならびに優秀な学部学生が
大学院レベルの学習にアクセスする機会
の拡大（早期卒業制度の導入、科目履修の
弾力化など）

科目ナンバリング

授業科目に適切な番号を付し分
類することで、学習の段階や順
序等を表し、教育課程の体系
性を明示する仕組み。①大学内
における授業科目の分類、②複
数大学間での授業科目の共通
分類という二つの意味を持つ。
対象とするレベル（学年等）や学
問の分類を示すことは、学生が
適切な授業科目を選択する助け
となる。

PEAK (Programs in English 
at Komaba)

10ページを参照。

ＦＤ（ファカルティー・ディベロッ
プメント）

教員が授業内容・方法を改善
し向上させるための組織的な
取組の総称。本学ではFDの
基本方針を策定し、①教授法
の開発、②カリキュラムの開
発、③組織の開発といった取
組を推進することとしている。
概要は学内広報1435号を参
照。

アクティブラーニング

教員による一方向的な講義形
式の教育とは異なり、学習者
の能動的な学習への参加を取
り入れた教授・学習法の総称。
学習者が能動的に学ぶことに
よって、後で学んだ情報を思
い出しやすい、あるいは異な
る文脈でもその情報を使いこ
なしやすいという理由から用
いられる。発見学習、問題解
決学習、体験学習、調査学習
等が含まれるが、教室内での
グループ・ディスカッション、
ディベート、グループ・ワー
ク等を行うことでも取り入れ
られる。

10ページを参照。

サービスラーニング

教育活動の一環として、一定
の期間、地域のニーズ等を踏
まえた社会奉仕活動を体験す
ることによって、それまで知
識として学んできたことを実
際のサービス体験に活かし、
また実際のサービス体験から
自分の学問的取組や進路につ
いて新たな視野を得る教育プ
ログラム。

初年次長期自主活動プログラ
ム（FLY Program)

10ページを参照。

グローバルリーダー育成プログ
ラム（GLP）

AIKOM (Abroad in Komaba)

本学の教養学部と19カ国29大
学との間で行われている1年間
の交換留学制度。授業料相互
不徴収と単位互換を前提とし
ている。学部学生を海外に送
り出すだけでなく、受け入れ
た海外留学生向けの英語で行
われる授業に日本人学生を参
加させることで、海外と日本
とで二重の国際化を図る特色
ある取組。受け入れ、派遣と
もに利用者は毎年約25名にの
ぼり今後も増加する見通し。

主な出典：
○「新たな未来を築くた
めの大学教育の質的転換
に向けて～生涯学び続け、
主体的に考える力を育成
する大学へ～（答申）」（平
成24年8月28日中央教育
審議会）
○「高等教育に関する質
保証関連用語集第3版」
（独立行政法人大学評価・
学位授与機構）

推薦入試の導入

10ページを参照。

フューチャー・ファカルティ・プロ
グラム（FFP）

10ページを参照。
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1. 学事暦見直しの基本的な考え方

（1）学びの質の向上・量の確保に寄与するとともに、学生の主体性を尊重した教育活動を展
開し、国際的な流動性を高めることに資することを基本的な観点として見直しを行う。
学士課程全体を通じ、学生の科目履修や自主的な学習体験の活動を柔軟に行い得るよう
にする（個に応じた学事暦のデザイン）。

（2）各学部・研究科間の共通性に留意しつつ、それぞれの実情を踏まえ、実施時期・形態に
ついて一定の自由度を許容する枠組みとする。

（3）学士課程教育の一貫性を高め、総合的な教育改革の取組に資するものとなるよう留意し
て設計する（特に、各部局のカリキュラム改革や進学振分け制度の見直しと整合し、そ
れらを促進する基盤となるようにする）。

2. 望ましい学事暦が具備すべき要素

（1）点数至上の価値観をリセットし、主体的な学習態度への転換を図るため、4月の入学か
ら最初の学期を導入教育の重点期間として位置付け、その特質を踏まえた教育課程を編
成する（全学的な参画・協力による導入教育の強化）。

（2）国内大学との関係をも踏まえ、学年は4月から翌年3月末までとする。その枠組みの下、
4ターム制による授業運用を積極的に導入し、短期留学の機会の拡大や授業方法の改善・
転換（週複数回授業や双方向型の授業の普及など）を併せて進める。

（3）学生の科目履修や教員の科目担当に柔軟性をもたせ、教育分野や学生の実情に応じ、夏
季休業期間の選択的拡大及び有効活用を可能とする（6～8月におけるサマースクールを
通じた国際的な学習体験などの豊富化、教員の研究活動の活性化など）。

4ターム制の類型は基本検答
申の別紙「学部教育の総合的
改革における学事暦の在り
方」（企画調整部会）の中で示
されている。47ページを参照。

4ターム制

実施方針解説　その2

実施方針「別紙2」では、基本検答申に基づき、当面の学事暦の見直しの方針として、4ターム制の導入について示されていま
す。

　4ターム制の導入　

当面の学事暦の見直しに係る方針（実施方針「別紙2」）

8
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実施方針解説　その3

実施方針に基づき、教育改革の実施体制を以下のとおり整備します。

　改革の実施体制　

総　長

入試監理委員会

委員長 ： 総長
○入試制度、推薦入試、入試運営
体制等に関わる検討を行う。

臨時教育改革本部

本部長 ： 総長
構成員 ： 理事、副学長、部局長等

学部教育改革臨時委員会

委員長 ： 教育改革担当理事
委員 ： 関係理事、副学長、学部長、研

究科長等

○カリキュラム改革、教育制度等に関する
部会等を設置し、企画・審議・実施を一
体的に扱う。

秋季入学推進会議

大学院教育検討会議

…新たに設置する組織
（臨時教育改革本部を除き、名称は仮称）

9
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［コラム］

本学では、すでにさまざまな教育改革が進みつつあります。以下、その一部を紹介します。

　進む、総合的な教育改革　

推薦入試の導入計画

グローバルリーダー育成プログラム
（GLP）

初年次長期自主活動プログラム
（FLY Program）

体験活動の推進

Programs in English at Komaba
(PEAK)

フューチャー・ファカルティ・プログラム
（FFP）の推進

教養学部に開設された英語
による授業科目のみからな
る学位プログラム。平成
24年10月から開始（初年度
入学者は11カ国から27名）。
学部段階で初の秋季入学を
実施している。

http://peak.c.u-tokyo.ac.jp/ 

国際社会で指導的役割を果たす人材（グローバルリー
ダー）の育成を目指し、学部学生に高度な語学教育、
文理融合した分野横断型教育、海外サマープログラム
などの国際体験の提供を行うプログラムを構築中。

入学した直後の学生が、自ら申請し
て1年間の特別休学を取得したうえ
で、自らの選択に基づき、本学以外
の場において、ボランティア活動や
就業体験活動、国際交流活動など、
長期間にわたる社会体験活動を行い、
そのことを通じて自らを成長させる、
自己教育のための仕組み。開始初年
度の平成25年度には11名が参加。

本学のアドミッション・ポリシーを
よりよく実現するため、入学者の選
抜方法・尺度を多元化し、高等学校
等での学習成果を適切に評価する観
点から、基本となる前期日程試験を
維持しつつ、後期日程試験の後継と
して推薦入試を平成28年度から導
入予定。

学部前期・後期課程の学生を対象と
し、大学生活とは異なった考え方や
発想、行動様式または価値観と触れ
合うための多様な形態と内容のプロ
グラムを提供している（主に夏季休
業期間に1週間程度）。実施初年度
となった平成24年度は国内外合わ
せて約50のプログラムが提供され、
約180名の学生が参加した。

大学教員を目指す大学院学
生を対象に、「教育」への
意識を高め、実践的な力を
身につけることを目的に平
成25年から開設した短期
間・履修証プログラム。修
了者には公式の履修証が交
付される。

http://www.todaifd.com/ffp/program/

（上記ウェブサイトには、FFPのほか、本学の FDの方針、他大学
の事例などが紹介されています。）

http://www.u-tokyo.ac.jp/stu03/e01_06_01_j.html

（本学のアドミッションポリシーや濱田総長から高校生に向けた
メッセージが「大学案内」に掲載されています。）

（詳しくは学内広報 1441号をご覧ください。）

（詳しくは学内広報 1431号をご覧ください。）

10
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［全文収録］

基本検答申

　「タフな東大生の育成」、「グローバル・キャンパスの形成」を掲げた「行動シナリオ」
（平成 22年）や「国際化長期構想（提言）」（同年）。
　「よりグローバルに、よりタフに」学生を育成する手段としての秋季入学移行を
提言した「入学時期の在り方に関する懇談会（報告）」（平成 24年）。
　これまで実に多くの本学関係者がこの一連の教育改革の議論に参加してきまし
た。

　このたびの実施方針のベースとなった入学時期等の教育基本問題に関する検討会
議（基本検）の答申も、これらの議論の背景にある問題意識を共有しています。ここ
では、答申の全文と、それを受けた濱田総長の所信を紹介します。

役員会にて答申を濱田総長に提出する佐藤愼一理事・副学長（平成25年度基本検座長）
平成25年6月13日撮影

11
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　このたび、「入学時期等の教育基本問題に関
する検討会議」より役員会への答申を受け取
りました。秋季入学構想という教育システム
の大枠の課題提起に始まり、全学をあげた活
発な議論を経て、グローバル時代における大
学の教育力を抜本的に強化する総合的な教育
改革に向けた全学の意識と態勢がここに整っ
たことは、東京大学の歴史において画期をな
すものであり、社会の未来に責任を持つ大学
の自治の成果として誇りとなることです。以
下、本答申の意義についての私の基本認識と、
役員会としての当面の対応の方向について、
申し述べます。 

（本答申の意義についての基本認識） 

　本答申は、東京大学憲章の理念に基づき、
本学の学部教育をめぐる課題を直視し、改革
の原則・方向性として、①学びの質の向上・
量の確保、②主体的な学びの促進、③流動性
の向上と学習機会の多様化、④学士課程とし
ての一体性の強化、⑤教育制度の大枠の改善
を掲げています。それらは、急速なグローバ
ル化と不透明性の高い時代に相応しく、さら
に水準の高い教育を目指し、学生を「よりグ
ローバルに、よりタフに」育成して知的な総
合力を高めていくために決定的に重要な事柄
であり、この五つの柱の下、「アクションリス
ト」に掲げられた具体的な取組を、すみやかに、
かつ確実に実行していくことが、学生と社会
に対する東京大学の教職員の重大な責任であ
ると考えています。 

　とくに、「教育内容・方法に関する事項」は、
答申の基軸となっている「ワールドクラスの

大学教育の実現」に欠かせないものであり、
これらの事項への着実な取組なくしては、教
育の国際標準を目指す秋季入学構想の意義も
大きく減殺されます。実際、取組の中には、
世界の有力大学の間ですでに一般的になって
いるものも少なくありませんが、本学の高い
研究水準と多様な個性に裏付けられた強みを
生かしてさらなる創意工夫を凝らし、各取組
の相乗効果が十分に発揮されて東京大学なら
ではの魅力と競争力が実現できるように、総
合的な教育改革の各場面で大胆なチャレンジ
を進めたいと思います。 

　本答申においては、教育内容・方法の改善
とともに、その「枠」となる学事暦の問題に
ついて、本学の対応の方向性が示されていま
す。今般、「思い切った取組を、逐次であれす
みやかに実行していく」（平成24年9月26日付
総長所信「総合的な教育改革の加速に向け
て」）という観点に立ちつつも、国際標準の学
事暦の実質を構成するに相応しい教育内容・
方法への本質的な取組が幅広く提起されると
ともに、国際流動性を格段に高める工夫を凝
らした4ターム制の新学事暦案が示され、平
成27年度末までに漸次導入する方針が提言さ
れたことは、両者あいまって、秋季入学構想
の実現に向けた重要なステップになると受け
止めています。各タームの活用法については
総合的な教育改革全体として連動することで、
学生への教育効果をさらに高めるべく各部局
において多様な工夫がなされうる条件が整い
ますが、とりわけ、受験勉強で培ってきた学
びを「大学での学び」に転換し発展させる導
入教育や、学生の主体性や課題意識を社会と
ともに育てていくギャップターム型の柔軟な
学びの仕組みも、積極的に取り入れていきた

入学時期等の教育基本問題に関する検討会
議答申を受けて（総長所信）
―東京大学の学部教育の歴史的な改革に向けて―

基本検から役員会に提出された答申を受けて、6月18日の教育研究評議会において濱田総長が表明した所信です。
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いと思います。学事暦見直しについては、国
内の諸大学でも議論が活発化していますが、
私としては、日本社会のグローバル化を先導
しようとする諸大学が同期して秋季入学を軸
とするシステムへすみやかに移行し、次代の
日本社会を担う若者に責任を持てる高等教育
の姿を実現したいと考えています。そのため
に、修業年限の柔軟化や高大接続のあり方な
ども視野に入れつつ大学としての諸課題にさ
らなる取組を進めることはもちろん、協議体
の設置など大学間あるいは産学官の幅広い連
携を図りながら、国家資格試験の時期・回数
や採用時期・方法などにかかわる社会的な環
境整備のために動きを強める所存です。 

　さらに、答申は、「教育制度の大枠の改善」
として、入試、入学定員、学部・大学院間の
制度などについて課題提起を行っています。
新学事暦の導入を図りつつ、教育内容・方法
の改善を確実に実行していこうとする場合、
こうした制度的課題への取組は避けて通れま
せん。また、学部段階の秋季入学に先鞭をつ
けたPEAKの成果を発展させつつ、全学の教
育の国際化を牽引する拠点となる組織体制を
構築していきたいと考えています。 

（役員会としての当面の対応の方向）

　役員会としては、まず、答申の趣旨を踏ま
えて、「学部教育の総合的改革に関する実施方
針」の策定をすみやかに行う予定です。実施
方針を策定の後は、答申で示された「全学体
制によって検討・実施すべき課題」、具体的
には、カリキュラムの再構築、初年次教育の
強化、進学振分けや入試運営・実施体制の見

直しなどの諸課題を踏まえ、適切な実行体制
をつくり、直ちに取組に着手したいと考えて
います。 

　答申では、教育研究部局を念頭に置きつつ、
「部局別改革プラン」の策定・実施も求めて
おり、全学体制づくりを待つこと無く、必要
な体制をすみやかに整備いただければと思い
ます。各部局においては、今般の改革を先取
りするような意欲的な取組もすでに展開され
ており、そうした従来の実績ある取組を支援
するとともに、新たな先導的・実験的な取組
にも果敢に挑戦できるよう、資源の確保と戦
略的配分を行っていくつもりです。それによ
り、各部局が優れた魅力ある教育を追求して
競い合う一方、学生が自らの能力と適性に応
じて学びのコースや進路を主体的に選択でき
るような環境が生み出されていくはずです。 

　大学改革に対する社会の期待が高まる中で、
本学における改革の動きは一挙一動が社会か
ら注視されています。日本と世界の明日を力
強く担う知的な若者を育成していくために、
学部教育の総合的改革の確実な実行に向け、
教職員の皆さんとともに全力を尽くす決意で
す。

（平成25年6月18日）

13
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学部教育の総合的改革について（答申）
―ワールドクラスの大学教育の実現のために―
実施方針は6月13日に基本検が提出した答申を踏まえたものです。平成24年5月以降、本学の教育の在り方をめぐって重ね
られた議論の成果である基本検答申の全文を掲載します。

基本検に諮問を行う濱田総長（左）と清水孝雄理
事・副学長（平成24年度基本検座長）（右）

平成24年5月

基本検に総長所信（第2次）を表明する濱田総長
平成24年9月

基本検の議論の風景

基本検企画調整部会の議論の風景

基本検審議経過報告に関する教職員・学生のため
の説明会の様子。左から濱田総長、清水孝雄理事・
副学長（平成24年度基本検座長）、佐藤愼一理事・
副学長（平成25年度基本検座長）

平成25年3月

濱田総長（右）に答申を提出する佐藤愼一理事・副
学長（平成25年度基本検座長）（左）

平成25年6月

※職名は撮影当時のもの。
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［付録］

平成23年4月に設置された「入学時期の在り方に関する懇談会」以降、このたびの実施方針決定に至る約2年4ヶ月の経緯を
まとめました。

　総合的な教育改革の検討経緯　

平成23年4月

　　　  12月

平成24年3月

　　　　4月

　　　　

　　

　　　　9月

平成25年2月

　　　　6月

　　　　7月

濱田総長の私的諮問機関として「入学時期の在り方に関する懇談会（懇談会）」
（座長：清水孝雄理事・副学長）を設置。

懇談会が中間まとめを提出。学内に公表し意見募集を実施（～2月）。

懇談会が報告書を提出。総合的な教育改革の一環としての秋季入学構想を中
心に提言。
　→　学内広報「懇談会報告書特集版」（平成24年4月）参照。

懇談会報告を受け、濱田総長が「改めて、総合的な教育改革の推進に向けて
―学部教育について―」を表明。教育制度の大枠や教育の質向上に関する課
題を提起。
役員会の下に、総合的な教育改革を検討するため「入学時期等の教育基本問
題に関する検討会議（基本検）」（座長：清水孝雄理事・副学長）を設置（平成
25年4月より、座長は佐藤愼一理事・副学長）。翌月、役員会からの諮問、
総長所信を受けて第1回会議を開催。
　→　学内広報1426号（平成24年6月）参照。

基本検企画調整部会が中間報告を提出。学内に公表。
濱田総長が「総合的な教育改革の加速に向けて＜総長所信（第2次）＞」を表明。
思い切った取組を、逐次であれすみやかに実行していく観点で基本検に審議
を要請。

基本検が審議経過報告を提出。学内へ公表し各部局への意見照会を実施。翌
月に教職員・学生のための説明会を開催。

基本検が「学部教育の総合的改革について（答申）」を提出。総合的教育改革
のアクションリストの実施、学事暦見直し等を提言。
濱田総長が「入学時期等の教育基本問題に関する検討会議答申を受けて（総
長所信）」を表明。

役員会が「学部教育の総合的改革に関する実施方針」を議決。
「臨時教育改革本部」を設置。
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